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１．はじめに 

大規模災害時での情報通信技術（ICT）の必要性は阪神

淡路大震災を契機に認識されてきた．今日までの ICT の発

達により，昨年の東北地方太平洋沖地震では，インターネ

ットを中心とした様々な（後方）支援活動が行われ，日本

全体で見れば一定の成果を上げたといえよう．その一方，

最も情報を必要とする被災地では，それがどの程度役に立

ったのかについては疑問の声が多い．今回の東日本大震災

では，結果として避難は一刻を争う状況であったが，多く

の人々はあそこまで大きな津波が襲ってくるとは思って

いなかったであろう．出来るだけ早く災害の規模やこれか

ら起こりうることに関する信頼性の高い情報を知らすこ

とが，ICT に期待された役割の一つであった．しかし，ICT

はそれが正しく動く前提として，電力供給や通信インフラ

が健全であることが必要である．既にいろいろな調査報告

で明らかになっているが，今回の震災ではそうしたインフ

ラが広範囲にわたって使用できなくなったために，情報を

観測したり伝達することがうまくできず，被害の拡大につ

ながったともいえる． 

そこで本報では，これまで発表された，電力，通信，被

災者の情報行動などに関するいくつかの報告書を参照し

関連づけることで，震災当日の情報通信システムの状況が

どのようなものであったかを整理し，特に災害発生直後に

おける ICT のあり方について論ずる．なお本報は既報

1)
の

ダイジェストであるので，詳細を知りたい方は AIJ デジタ

ルライブラリーなどでご覧いただきたい． 

 

２．電力の被害 

 ここでは主に東北電力が纏めて報告した資料

2)
を基に分

析を行う．地震発生後，東北地方の広い範囲で停電が起き

た．東北電力管内では，青森県・秋田県・岩手県全域，お

よび山形県・宮城県のほぼ全域，福島県の一部地域，約 440

万世帯が停電した（表 1）．太平洋側の発電所はすべて地震

発生後に停止しており，日本海側の二つの火力発電所も停

止した．火力発電所のうち出力の大きな原町発電所は津波

が直撃したことと，福島第一原発事故の緊急時避難準備区

域内に指定されたことから，特に復旧が遅れた．水力発電

設備では，地震動により発電所への落石など軽微な被害が

発生した．太平洋側の変電設備では，津波による周辺構造

物の瓦礫や車両等の流入による変電所損壊など大きな設

備被害が発生した．  

表 1 震災当日の東北地方の広域停電の状況
2) 

供給支障電力 約 790 万 kW（地震前需要の約 6 割） 

最大停電戸数 約 466 万戸 

停電地域 

全域：青森県，岩手県，秋田県 

ほぼ全域：宮城県，山形県 

一部：福島県 

停旧状況 
発災後 3 日で約 80%の停電を解消 

発災後 8 日で約 94%の停電を解消 

 

 

図 1 日本の主要な送電網と広域停電の原因となった場所

（楕円部分，画像

3)
を元に筆者が加筆） 

 

内陸部では地震動による機器類の破損等が発生した．太平

洋側の送電設備では，津波による周辺構造物の瓦礫や車両

等の流入による送電鉄塔倒壊など大きな設備被害が発生

し，津波以外では地震動による支持がいしの折損等が発生

した．配電設備では津波による電柱等の倒壊・流失が多数

発生した． 

今回は地震により図 1の楕円で囲まれた宮城県中部にあ

る変電所近傍を中心とした 27 万ボルト送電線や一次変電

所に，短絡・地絡がほぼ同時に多数発生したため，その系

統を設備保全・保安確保のため遮断した．その結果，電力

系統が当該変電所を境に北部と南西部に分離し，北部系統

内の需要が供給力を上回り，周波数・電圧が大幅低下し，

日本海側を含めた火力発電所が停止し，北部系統の広域停

電が発生した． 
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３．電話の被害 

 次に電話の被害状況について見ていこう．電話が機能を

果たさなくなるのは，停電時，設備の損傷などに電話が不

通になる場合と，輻輳と呼ばれる処理能力の限界を超えた

通信トラフィックの発生による場合がある．まずは広域停

電の影響がどれくらいあったかを調べた．固定電話の場合，

停電時に利用できる可能性があるのは，公衆電話と商用電

源を利用しないアナログ電話であり，利用できないものは，

光回線・ADSL 回線・CATV 回線を利用した電話，商用電

源を使用するアナログ電話，ISDN である．現在，公衆電

話は少なくなる一方だし，地方であればなおさらその傾向

は顕著であろう．昔ながらの固定電話はつながる可能性が

あるが，携帯電話と同様に輻輳の問題があるし，インター

ネットも含めた機能という意味では，停電の影響を直接受

ける固定電話に連動したインターネット回線は，震災時に

役に立ちにくいと思われる． 

 北海道テレコムの報告書

4)
によると，東日本大震災では，

阪神・淡路大震災以後，通信ビル等の耐震性が増したため，

それらの地震による直接的な被害は少なかったものの，津

波による甚大な被害が見られたそうである． 

また，インフラの規模が最も大きな NTT 東日本の報告

書

5)
によると，通信ビルは 385 ビルが機能停止（沿岸部で

16 ビルが全壊，12 ビルが浸水），原発エリアを除く中継

伝送路が 90 ルート切断，電柱倒壊が沿岸部で約 2.8 万本，

架空ケーブル流出・損傷が沿岸部で約 2,700km という被害

状況となった．通常は現用回線に障害が発生しても影響を

及ぼさないように，迂回する予備回線を用意してあるが，

今回は広範囲に甚大な被害が出たため，予備回線も被災し

機能しなくなった．また，太平洋岸に沿って基幹回線が設

置されていたため，これらの損傷により，固定電話では内

陸部の交換局も一時機能が停止し，携帯電話も基地局まで

は固定回線を使用しているため，多数の基地局が停波した．

さらに，各施設には通常であれば半日から数日は電気を供

給できるように予備電源が備えられているが，商用電源の

途絶が長期化したことと，一連のガソリン不足で蓄電池の

発電ができなくなり機能停止したところが多かった． 

図 2 に携帯電話各社の停波基地局数を示す．震災当日が

停波基地局数のピークでは無く，その翌日，翌々日がピー

クとなっている．これは先に述べた非常用電源の燃料の枯

渇が原因だと思われる．逆に言えば，震災直後は，電気的，

物理的な意味でまだ電話が使えた場所がそれなりにあっ

たと言えるかもしれない．しかし震災時において停電や設

備損傷の影響がない場合でも，震災直後は主に安否確認の

為に，音声通話を主としたトラフィックが激増し，設備の

処理能力を超える輻輳が発生する．そのため，電話会社各

社は通話規制をするのが一般的である．今回の震災では，

例えばNTTドコモでは通常時の50-60倍の通信が発生した

が

6)
．各社 70～90%の音声通話の通信規制を行った．しか

しパケット通信はNTTドコモで 30%の規制を行った他は，

規制が行われなかった．このように震災直後は主として音

声通信が増え，パケット通信はそれと比較するとあまり増

えないようである． 

 

 

図 2 各携帯電話会社の停波基地局数と停電個数の推移
6) 
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４．被災地の人々の震災後数時間の情報行動 

 ここからは，情報支援プラットフォーム（iSPP）7)
とい

う NPO が調査した，東北 3 県に在住する被災者約 3000 名

に聞いた，震災時における「情報行動調査」

8)
の結果を利

用して分析する．この調査は，岩手県，宮城県，福島県の

被災地の住民を対象として，インターネットによるアンケ

ート調査（ネット調査）と，調査員による個別面談調査（面

談調査）の 2 種類からなる．アンケート調査は 2011 年 7

月初旬～中旬に実施され，有効回答数は 2,815 件であった．

面談調査は 2011 年 7 月初旬～末に実施され，有効回答数

186 件であった．回答者の年齢構成は 10 代から 60 代まで

で，ネット調査では 10 代が 12.3% ，60 代が 0%の他はそ

れぞれ 22%程度であり，面談調査では 10 代が 2.7％，20

代が 12.9%の他の年代は 18.3～23%とやや高齢である．ま

た，避難した回答者はネット調査で 30.6%，面談調査で

55.4%であった．家が全壊した回答者はネット調査で 1.7%

に対して面談調査では 28%と，面談調査の回答者の方が震

災で直接的な被害を受けている割合が高かった．そのため，

ネット調査はどちらかと言えば東北で被災を免れた人の

意見，面談調査はどちらかと言えば被災を被った人の意見

として，これら二つの調査結果を比較する形で分析を行う．

なお，オリジナルの調査報告書では，被災地の住民が地震

発生直後の数時間，1 週間程度，1 カ月程度，3 カ月程度

の 4 つの時点での集計を行っているが，本報では地震発生

直後の情報行動に着目して分析を行う． 

４．１ 震災直後に利用できた情報機器 

それぞれの調査での震災時に利用できた情報機器の回

答者の割合を図 3 に示す．「ふだん」は，ネット調査の結

果であるが，母数が多いので一般的な傾向として理解する．

普段利用している主な情報ツールは，テレビ>パソコン>

携帯電話>ラジオの順であるが，震災直後になると，ネッ

ト調査ではラジオ>携帯電話>テレビ>パソコンとなり，面

談調査ではラジオ>携帯電話>テレビまでは変わらないが，

そこから固定電話>スマートフォンの順番になっている．

両方の調査に言えることとして，ICT が発達した現在でも，

震災になるとラジオの利用度が高まる点である．しかし調

査報告書は，ラジオでは情報が具体的ではなく，情報の質

という意味では回答者に不満が多かったことを指摘して

いる．  

４．２ 震災直後に役だった情報源 

次に震災直後に役に立った情報源を図 4 に示す．これは

先に説明した利用できた情報ツールと相関があり，普段は，

テレビ<インターネットサービス<新聞<ラジオ<電子メー

ルの順であるが，震災直後はネット調査だとラジオ<テレ

ビ<ワンセグ<インターネットサービス<新聞・・・と続き，

面談調査だと，ラジオ<テレビ<ワンセグ<人づて情報<携

帯電話の通話・・・の順になっており，ラジオやテレビを

除くと被災地域では人づて情報や携帯電話の有用度がよ 

 
図 3 震災直後に利用できた情報機器 (%,複数回答)8) 

 

り高くなったといえる． 

 

５．おわりに 

 以上のように，震災当日の ICT の稼働・利用の状況を，

被災時の報道，電力・通信の被害状況，そして被災地の人々

の情報行動から概観した．資料から読み取れた当日の状況

を，自分なりに整理して以下に纏める． 

まず，地震発生と同時に緊急地震速報は動作したものの，

未曾有の大規模災害であったため，津波警報や地震の規模

の情報は，その後何度か上方修正されることになった．地

震発生と同時に，多くの発電所が緊急停止し，送電設備の

トラブルもあって，東北地方全域で大規模な停電が発生し

た．停電によりほとんどの被災地で TV やパソコンが使え

なくなり，状況確認の為にラジオやワンセグなどの利用が

増えた．さらに被災地内外での安否確認の為の音声通話が

激増した．ないそのときは，多くの基地局等は予備電源に

よりまだ機能していたと思われる．しかし大量のトラフィ

ックによる輻輳により音声通話は実質機能しなくなった．

そうこうしているうちに，津波が沿岸に押し寄せ，沿岸に

設置している海面の GPS 観測装置からのデータが，地上

設備の停電・故障等により十分に気象庁に届けることがで

きず
9)
，津波の高さの推定や報道が後手に回ってしまい，

被害が拡大していった．というのが地震発生当初の状況で

あったと思われる． 

被災地では，災害の全体像を把握することが困難になる

ことは，筆者も阪神淡路大震災時に神戸で経験した．今回

の震災でもこの点が大きく改善されたとは言えないであ

ろう．しかし阪神淡路大震災と異なるのは携帯電話の利用

度であり，音声通話，電子メール，ワンセグなどは，今回

は限定的ながらも機能したと思われる．なおこれまで見て

きたように，有線の情報通信機器は通信経路が断絶しやす

く，さらに電力を頼るものでは停電の影響が避けられず， 
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図 4 震災直後に役だった情報源（%，複数回答）

8) 

 

避難時に持ち運ぶことも困難なため，今後も大規模災害時

では有効なツールにはなり得ないであろう．まずは，ラジ

オや TV などの既存のメディアや政府が，より迅速に災害

時に有益な情報を報道する体制を強化することが必要で

ある．加えて，今後は，携帯電話だけでなく，スマートフ

ォンなどのモバイルツールを中心とした ICT 活用の可能

性がより重要になると思われる．それをバックアップする

ために，例えば無線 LAN や電力供給の無料サービスなど

が，建物側で必要になってくるであろう． 

また最近は災害時におけるクラウドの活用がしきりに

叫ばれているが，地震直後の避難行動の支援の場合は，そ

れに頼りきるのではなく，オフラインでの端末の活用可能

性をより考えるべきである．地図情報は GPS も含めてオ

フラインで処理可能な部分が大きいので，そのような状況

でも使えるはずである．例えば，大規模災害時に緊急地震

速報に加えて大津波警報などが自動的に各端末に配信さ

れさえすれば，あとはオフラインでも避難誘導程度であれ

ば技術的にはそれほど難しくはない．本当に情報が必要な

人に対して，必要なときに，必要な情報をリアルタイムで

伝えていく方向性で，ICT の社会実装を進めていくべきで

あろう． 
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